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概要

 人類にとって地域規模や地球規模の環境の悪化は最も重要な問題の一っとなりっつある。人

類は経済活動を行 う上で、資源の減少と環境に与える影響を考慮 し、いわゆる文明の持続的発

展を実現 しなければならない。また、破局の危険性 を低減す るため、資源、環境の持続可能性

を改善するだけでなく、南北格差を縮小することも重要な方策である。

 このような観点か ら、本論文では、貧富の格差を縮小 し、なおかっ環境改善をお こな う国際

的な枠組みの一つ としてクリーン開発 メカニズムに注 目し、その分析をお こなった。ク リーン

開発メカニズムは、経済的に温室効果ガスを削減す るためだけでなく、先進国か ら途上国への

技術移転を促進 し、南北格差を是正す るとい う点か らも期待の大きい方策である。 しかしなが

ら、このようないわゆる柔軟性措置の可能性を検討するに当たって重要なことは、各国におけ

る温室効果ガス削減 の単価 さらには限界費用曲線を推定することである。本研究では、先進国

のみならず、途上国でも整備 されっつあ り、データの統計的信頼性が明 らかであ り、また一国

内の産業を包括的に含んでいる産業連関表を用いて評価をお こなった。 実データについては、

日本 と中国の産業連関表を利用 した。 これは、中国の近年の急速な経済発展により、地球環境

問題を考える上で重要な国にな りっっあり、また 日本 とクリーン開発 メカニズムをお こなう上

でも有望な対象国にな りうるとの視点からである。ただ し、本稿での分析か ら得 られた示唆は、

他の国々に対 しても適用できる一般性のあるものであるー
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1.は じ め に

 著者 らは、 これまで持続可能な発展のために必要な技術開発 とい う観点から分析を進めてき
た・㈲それによると・持続可能限界の概念は、技術および需要の変化率と贄 原または環境排出物

の耐用年数の関連か ら導かれた。

 ここでの分析によると、資源、環境の持続可能性は市場メカニズムを通 じて、社会(経 済)
の持続可能性に影響を及ぼす・ しか しながら、資源、環境の持舸 能性の悪イ匕が、社会(経 済)

の持続可能性の悪化を招いた場合におv・ても、分配の不平等(南 北格差)の 度合いによって、

破局の起 こる場合と起 こらない場合鮪 り得る.換 言すれば、資源環 境の持締 ∫能性を改善

するだけでなく、南北格差を縮小す ることも、破局の可能性を低減する重要な方策である。
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図1.持 続可能性 と分配の問題の関連性

 このよ うな観点か ら、著者 らは、貧富の格差 を縮小 し、なおかっ環境改善をお こな う国際的
な枠組 み の一つ と して、 ク リー ン開発 メカニ ズム に注 目して い る

。 ク リー ン開発 メカニ ズ ム
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(Clean Development Mechanism)は 、 COP3京 都 会議 におい てJoint Implementation(JI)と い

う従来 の言葉 の代わ りに採択 され た言葉 であ る。 いずれ に して も、ク リー ン開発 メカニズムは、

経 済的 に温室効 果ガス を削減 す るためだけでな く、先進 国か ら途 上 国へ の技術移転 を促進 し、

南 北格 差 を是正 す るとい う点か らも期待 の大 きい方策 で ある。 それ ゆえ、著者 らは ク リー ン開

発 メカニズムの戦略 をゲー ム理論 を用いて分析 して きた。 〈1)(8)(9)し か しなが ら、 この よ う

ないわ ゆる柔軟 性措置 の可能 性 を検討 す るに 当たって重要 な ことは、 ゲーム理論 の適 用 な どの

テ クニカル な問題 よ りも、各国 にお ける温 室効果 ガス削減 の単価 さ らには限界費用 曲線 を推 定

す る ことで ある。 これ に よって、世界 の どの地域 に どの よ うな温 室効果 ガス削減方 策が有効 で

あるかが明 らか にな る。この温室効果ガス削減の 限界費用 曲線 は、包括 的な対策 を評価で き(エ

ネル `_'技術以 外の業種 も含 み)、 なお かつ各 国間の整 合性 の取れたデー タで ある ことが望 ま

しい。 そ こで、本研 究で は、先進 国のみな らず、途 上国で も整備 されつ っ あ り、デ ータの統計

的信頼性 が 明 らかで あ り、また一国 内の産 業 を包括 的に含ん でい る産業連 関表 を用 いて評価 を

お こなった。産 業連関表 は、各国 の温 室効 果ガス 削減 の限界費用 曲線 を統 一 された枠組 みで算

定す るため には望ま しい もので あるが、他 方問題点 もあ る。一っ の問題 点は国 によ り財 の相対

価格 に差 が ある ことで ある。 このた めに、先進 国のあ る技術 を途 上国 に移転 した場合 の評価 に

若干 の工夫が要 る ことになる。 この点は4章 で述べ る。

 実デー タについて は、 日本 と中国の産 業連関表 を利用 した。 これ は、中国の近年 の急速 な経

済発展 に より、地球環境 問題 を考 える上で重 要な国 にな りつつ あ り、また 日本 とク リー ン開発

メカニズムをお こな う上で も有 望な対象 国にな りうるとの視点か らであ る。 ただ し、本稿で の

分析 か ら得 られ た示唆は、他 の国々に対 して も適 用で きる一般性 のある もので ある。

*こ の研究は、学術振興会未来開拓技術研究推進事業 「アジア地域の環境保全」Work Group2に おける共

 同研究としておこなわれた。

†東京大学大学院工学系研究科 地球システム工学専攻
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2.ク リー ン開発 メカニズム

2.1ク リー ン開発 メカ ニズム(CDM)の 概 要

 CDMの 基本概念 を図2に 示す。図2に おいて、先進 国に課せ られたCO、 削減 量をX、 とし、発展

途上 国に課せ られたCO2削 減 量をXT-X1と す る。 さらに、先進 国のCO2削 減 のた めの限界費用 曲

線 をx軸 上の原 点か ら正方 向に描 き、途上国のCO、 削減 のための限界 費用曲線 をx軸 上のXTか ら

負方 向に描 くと図2が 得 られ るJ定 義 に より、先進 国 と途上 国のCO2削 減 に必 要な総費用は、各々

の限界 費用 曲線 を削減量 に当た る部分 にお いて積分 す る ことによ り得 られ る。 しか しなが ら、

図か ら分 か るよ うに両国の削減費用 の和 を最 小 にす る点 はX。 で ある。す なわち、先進 国は、 自

国内でのCO2発 生量 をX。だ け削減 し、途 上国は 自国内のCO2発 生量 をkT一 。だ け削減す る。ただ

し、途上 国の当初 の削減 割 当量か ら増加 した分(XrXo)に つい ては、先進 国の資金 と技術援助

の下 でお こな うことにな る。 このCDMの 実行 によ り、両国のCO2削 減 費用の合計が、図2の 灰 色

部分 の面積 に相 当す る額だ け少 な くなる。 これ をCDMに よって生 み出 され る余剰 利益 とよび、 X、

一X
。の ことを削減移転 とよぶ ことにす る。

 これ によ り、CO2を 経済的 に削減で きる一 方では、途 上国におけ る雇 用の創 出 と経済発展 に も

寄与 でき る可能性 が ある。 しか し、先進 国、途上 国の双 方が 自国 の利 益 を最大 に しよ うとい う

目的 の基 に行動 した場 合、必ず しも上 のメカニズ ムが完 全に働か ない 場合が あ りうる。 著者 ら

は、先進 国、途上 国双方の戦略 をゲー ム理論 を用いて分析 し、その実現可能性 を検討 して きた。

(1) (8) (9)

限
界
費
用
go(x)

fo(x

＼  蚤

0千 .____Xo一

  先 進 国

C

        削減量為 
一一.一一)9

 途上国

lCDMに より生み出される繍 的余剰

図2.ク リー ン開発 メカニズム(CDM)の 基本概 念

2.2CDMゲ ー ム の 前 提 条 件
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 本節 で は、文献(i)の内容 を改訂 し、CDMゲ ームの前提条件 を以 下の よ うに設定 した。

● ここで は、ある先進 国 と途 上国 の間 で実施 され るCDMを 双方 の戦 略に基づ く非協カ ゲーム

  と してモデル化 し、均衡 点を求 める。

● 両国 ともCDMか ら得 られ る利益 を最 大化す るための戦略 を採用す る もの とす る
。ただ し、

  戦略公 表 の順序 と して は、発 展途上 国が先(leader)で 先進 国 が後(follower)で あるよ

  うなゲ`.ム と、先進国が先 で、途 上国が後 で あるよ うなゲー ムを考 え る。

● す なわち、 ここで求め るCDMの 解 は、ゲー ム理論 におけ るシ・タッケルペルグ均衡 で ある。

● CDMに 基 づ く技術移転の ための資金援助 は、先進国か ら途上 国へ の援助 のみ を考 え、逆はお

こなわれ ない もの とす る。す なわち、図2に お け る均衡 点x*の 定義域 は 、Xo≦x*≦X1と す

る。

● 関数fo(x)は 、先進国のCO
、削減のための限界費用曲線であるとする。限界費用曲線の定義

により、fa(x)は 単調増加関数である。

● 関数ho(x)は 、途上 国のCO2削 減 のた めの限界費用 曲線 である とす る
。定義 に よ りha(x)は

単調増加 関数 である・またg。(x)=h。(X,一 κ とす る.g.。(x)は 上述 した よ うに、途上国 のC・、

削減のための限界費用曲線をx軸 上のXTか ら負方向に描いたものであり、単調減少関数 となる。

● 先進、途上国の双方は、CDMか ら得 られる自国の利益を最適化す るように行動するものとす

  る。すなわち、図2で 示 した余剰利益の自国への配分を最大化す る戦略を採用す る。 これ

  を利益最適化戦略 とよぶ ことにする。

● この場合の余剰利益の配分過程を次のように設定する。まず、途上国は、先進国の削減義

務の一部を引き受けることを表明 し、その引き受け価格k(CO、1t当 り)を 提示する。 (これ

はCO2排 出権市場における排出権価格に相当するものである。)す なわち、途上国は、引き受け

価格を操作変数 として、余剰利益の自国への配分を最大化す る戦略を採用するものとする。
● 他 方、先 進国は 、表明 され た価格 に対 し、削減移 転量X,一x*を 提示す る。すなわ ち先進

国は、x*の 値を操作変数として余剰利益の自国への配分を最大化する戦略を採用するものとす

る。
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蠢
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一皿:遮e三k*

D          Xo   x*  XI     XT

嬲 先進国余剰利益      削減量

■鑾靉1途 上国余剰利益

図3.先 進 国、途 上国双方 の利益(途 上 国がleaderの 場 合)

● 途上 国、先進 国が上述 した戦略 を採用 した場合の均衡 点 におい て
、 両国がCDMか ら得 る利

  益 を図3に 示す。以上 は、途上国が1eaderで ある場合 の均衡 点決 定までの プロセス であ り、

  先進 国が1eaderで ある場 合については戦略公表 の順序 が逆 にな る。

● k* x*(Xa≦x*≦X,)を このCDMの 均衡 点 とす る。

3.CDMゲ ームの均衡 点の導 出

3.1投 資の波及効果を考慮しない場合のCDM均 衡点

(1)途 上 国 がleaderで あ る場 合 のStackelberg均 衡

 先進 国 ・途上国の利益 をMD・MLと す る。ゲ._._ムのleaderで ある途上 国に よって、あ る引 き受

け価kが 提示 され た場合 、先 進国 の最適 戦略 は(1)式 を満たす ので、 これ よ りx*離 の関数

とみ な し うる。 これ を考慮 に入 れた上で 、途 上 国は(2>式 を最大 にす るk*を 提示す る。 この 手

続 きに よ り、途上 国が先 に戦略 を宣言す る場合 のシ・タッケい"ルグ均衡 にお けるk* 、x*が 求 め られ

る。

∂鴇/藷=0                   (1)

∂～4/藷=o          (2)

また 、先進 国、途 上国双方の利益 はそれ ぞれ 、(3)式 、(4)式 で表 され る。

   fXiMD=Jo fodx-Yofodx k×(X,一x)  (3>
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          `X1 (4)

(1)、(3)式 よ り、(5)式 が得 られ る。

∂VD/CSC=一fo(x)+k

丿FO(x*)=k                                       (5)

(5>式 よ り先進 国は、途上 国があるkを 提 示 した ときには、fo(x)が 単調 増加 である ことか ら、

ノrO(x*)=kを 満たすx*を 提示す るのが最善 の戦 略 となる。 この先進 国の反応 を考 慮 の上 で、

途 上国 にとって最適戦略 とな るk*の 値 は(6)式 で得 られ る。

猷4/∂ ヒ=fix,一x*)一k×CSC*/廨+go(x*)× ∂じ*/∂ヒ

(X,一x*)一k*× ∂`*/∂ ヒ+g。(x*)×OTC*/∂ ヒニ0 (6)

(5>式 をkで 微 分 して 、

軌/∂ σ*×CSC*/∂ ヒ=1

        1                         (7)
.●,∂じ*/∂ヒ=一 一一一一一一

      軌/OTC*

(7)式を(6)式 に代入すると、

(X,一x*)一 菰 ㌦+瑳1蕩=・

∴k*=fix,一x*)× 軌/詠*+go(x*)       (8)

(5>,(8)式 よ り 、

f・(x*)=(Xl-x*)× げ 。/藷1。 。Y*+g。(x*)  (9)

 したがって この場 合、 両国の利 益最適化 戦略の均衡 点 と して、(9)式 を満 たすx*で 排 出削減

量 の分配 が行 われ る。(9)式 か ら分か るよ うに、一般 には、Xa≦x*≦X,を 満 た し、 CDMの 余

地 は縮小す る傾 向に あるが、 この点 の定 量的検討 は4章 においてお こな う。

(2)先 進 国がleaderで ある場合のStackelberg均 衡

 前項 とは逆 に、ゲームのleaderで ある先進 国によってあ る引 き受 け価格kが 提示 され た場合 、

途上国の最適戦 略は(r)式 を満 たす ので 、 これ よりx*はkの 関数 とみ な しうる。 これ を考慮 に

入れた上 で、先進 国 は(2う 式を最 大 にす るk*を 提 示す る。 この手続 き によ り、先進 国が先 に戦

略 を宣言す る場合 のシ・タツ芻ペ ルグ均衡 にお けるk*、x*が 求め られ る。

あ4乙/GECニ0                  (1')

c?VID I ck=0           (2')

この ときの先進国 、途上 国双 方の利益 は3.1 .1の(3)式 、(4)式 と全 く同様 であ る。(1')式 と(4)

式 より(5')式 が得 られ る。

∂㌧4/∂c=90(x)一k

go(x*)一k=0                 (5・)
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(5う式 より、途上国は、先進 国があ るkを 提示 した ときには、So(x)が 単調減 少で ある ことか ら、

So(x*)=々 を満 たすx*を 提示す るのが最善 の戦略 とな る。この途上 国の反応 を考慮 した上で 、

先進 国に とって最適 戦略 となるk*の 値 は、(6')式 で得 られ る。

d4D/廨=一(X广x*)+鰍 命*/∂ ト!。(x*)× が/∂ 

一(X
,一x*)+k*×OTC*/∂ ヒーfa(x*)× ∂じ*/∂ヒ=0 (6')

ここか ら、3.1節 と同様 に して(8')式 が得 られ る。

∴k*=fix,一x*)×6を 。/詠*+fa(x*)      (8,)

(5う,(8'〉 式 よ り 、

fo(x*)=一(Xl-x*)× 嬉 。/OTC x= .r*+g。(x・)  (9')

した がって この場合 、両国の利 益最適化戦 略の均衡点 として、(9'〉式 を満 たすx*で 排 出削減 量

の分配 が行 われ るJ3.1節 と同様 にCDMの 余 地は縮 小す る傾 向 にあるが、この点の定量的検討 は

4章 においてお こな う。

3.2投 資の波及効果を考慮する場合のCDM均 衡点

(1) 途 上国がleaderで ある場合 のStackelberg均 衡

 ここでは、基本 的な枠組み を古典派経済 学で な く、ケイ ンズ派経 済学 に基づ くもの とす る。

す なわち、CO2削 減技術 への投資が、有効需要 の創 出を通 じてマ クロ経済 に正 のイ ンパ ク トをも

た らす もの とす る。

 先進 国、途 上国の利益 をMD・MLと す ると、均衡 点 にお ける成立条 件は前掲(1),(2)式 と

同様 である。

 しか し、先進 国、途上国の利益 を表す(3), (4)式 は以下 のよ うに変更 され る。

MD=(1一 μDろ)× 〔foglX
O一 姻 一ん×fix,一X)(3")

M、=媚1-x)一 〇一μ、小IX
Y。 諭 (の

 ここで、μD,佐 は先進国、途上国の各々における投資乗数を表 し、TD,TLは 先進国、途上国

の各々における平均課税率を表す。すなわち、本項においては、CO2削 減技術への投資が波及効

果を生んで国民所得を引き上げ、 これにより税収が増加す る財政面の効果を考慮に入れた。

 これ以降の手続きは3.1(1)と 全 く同様にして、均衡点におけるk*,x*が 以下のように求ま

る。

k*=(1一 μDろXX1-x*)×46/蝨*+(1-luLTL)9。(x*)(9う

網=(X,一x*)× 鋼 レ 占 銑 麗)(創)

 一般に、途上国における限界消費性向が先進国のそれより高いために、投資乗数については
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μD<luLの 関係が成 り立つ。課税 率TD,TLに ついて は、租税体 系が複 雑で 国によ り制度 も異 な

ることか ら一概 に言 いに くい。 も し、TDとTLが 同程度 であれ ば、 CDM均 衡 点におけ る削減移 転

量は波及効果 を考慮 しない場合((9)式)よ りさらに縮小す ることに なる。

特に・網 七 藩 幽 の場合1こは・CDMに よる削減移転は全く行われないことと

な る。

(2)先 進 国 がleaderで あ る場 合 のStackelberg均 衡

 (1)と 同様 に して分析 を進 める。先進 国、途 上国の利 益 をM,・M、 とす る と、均衡 点 にお ける成

立条件 は前掲(1'),(2')式 と同様 で ある。また、先進 国、途上 国の利 益 を表す式 は前掲(3') ,

(4")式 と同様 であ る。

 これ 以降の手続 きは3.1(2)と 全 く同様 に して、均衡点 にお け るk*,x*が 以 下の よ うに求ま

る 。

k*=(1一 μ、欲&一x*)× 亳 。/CSC・+(1-luDTD)fo(X・)(8・ つ

go(x*)=(X,一x*)× 亀/詠 レ セ 鷙 ゐ(x・)(9,;,)

 この場合 も(1)と 同様 に、TDとTLが 同程度で あれ ば、 CDM均 衡 点 にお ける削減移 転量は波及

効果 を考慮 しない場合((9')式)よ りさらに縮 小す ることになる。

特に・(1)と 同様に鰹 畿 鑑&(x・)の 場合には・CDMに よる削減㈱ 全く行わ

れない。

4.CDM均 衡点 の定量 的評価

4.1CO2削 減 の限界費用 曲線 の推定

 実際にCDMが どの程度縮小するかを見極めるには、各国におけるCO、削減の限界費用曲線を推

定する必要がある。そこで、本研究では、日中両国における限界費用曲線を評価 した。その際中

国については、中国、日本の産業連関表を用いて以下の前提条件の基に推定をお こなった。

●

●

●

1987年 の中国の産 業連関表 か ら、各産業部 門の生産 額 当 りのCO2排 出原単位 を評価 した。(6)

1985年 の 日本 の産業連 関表 か ら、各産業部門 の生 産額 当 りのCO、 排 出原 単位 を評価 した
。

評価 された原単位 は中国の値 とは2年 の差 が あるが、両国 の産業連 関表 年次の違いか ら最

も近 い年で ある このデー タを採 用 した。(6)

中国の排 出原単 位を 日本 円べ 一ス に換算す る際、その年 の為替 レー トで変換す る と、両国

の価格 差が影 響 して、物量ベー スでの原 単位比 較 と異な る結果が得 られ る。このため、1987

年 の中国 と1985年 の 日本の主要商 品単価 に基 づき、その相対 比で原単位 の 日本 円ベー スへ
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  の換算をお こなった。(6)これにより、 日中の財毎の相対価格の違いを考慮に入れた原単位

  比較が可能になる。具体的な手続きは以下の通 りである。

 ここで、円価値単位 に基づ くある国の産業連関表の投入係数行列Aを 一端物量ベースに基づ

く投入係数行列A'に 変換する。ある国の円価値単位に基づ く投入係数行列 と物量単位に基づ く
                    の                  に

投入係数行列の第ij成 分をそれぞれ%%と す る。%'%はi行 とj列 に相当す るプロダク

トの単位物理量当りの価格で関係づけられる。

aヴ×彑=αゲ          (10)
   ρゴ

 す なわ ち、(11)式 の よ うな単価行列Pを 定義す るとAとA'は(12>式 の よ うに関係づ け られ る。

   Pi O …  O

P=1ぞ1・::1      (11)

   0 …  O Pn

A'=P-1AP                    (12)

 この変換を用いて、産業連関表による国際比較をおこな う。いま、円価値単位による1国 と2

国の産業連 関表 をA1、 A,と し、プ ロダ ク トの種類 、数 は同一であった とす る。両国 にお けるプ

ロダ ク トの相対価格 が一般 に異な るので、以 下の よ うに変換す る。 この場 合、1国 と2国 にお け

る単価行 列((11)式 で艤 した行列)をP1・P・ とす ると、A、、A、を比較す るには、(13)式 を利

用 した変換をお こなえば良い。

A、 →P, P, "1A、:Pi P2 "1と 変 換 し、 A2と 比 較 す る 。 (13)

 すなわち、技術の国際比較をお こな う場合や技術移転による環境改善効果を産業連関表によ

って評価する場合には、相対価格の相違を考慮 した(13)式 による投入係数の変換が必要である

ことがわかる、

本論文では、 日中の産業連関表における投入係数の変換をお こなっているが、これは文献(10>

に基づいている。 この文献では、 日中の主要製品の相対価格を比較 して、その比を評価 してい

る。 この意味では(13)式 の:P2 Pi '1が直接得 られている訳で 日本}》中国または、その逆の変換は

容易にお こな うことができる。

 評価された 日中の産業部門毎のCO2排 出原単位に基づき、以下の前提条件により、中国におけ

るCO2削 減の限界費用曲線を推定 した。

● 日本の産業連関表および経済統計から各部門における1985年 の資本ス トックの評価額を引

  用 した。日本のある部門における資本設備の評価額をTCS、 年経費率をαとし、当該部門

  の年生産額をPと すると、単位生産額 当りの資本費CSは 以下のように表 される。
   αTcscs = P       (14)
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● 評価 された 日本の各産業部門の資本に該当す る技術を、中国に移転 した場合、 (単に図4

  に示 した原単位が中国の値から日本の値に変化するのではな く)全 産業に波及がお よびそ

  の生産額が変化する。 この全産業の生産額の変化 を表すベク トルムXは(15)式 で表される。

△X=一(1-A)一1bj      (15)

(1-A)一1:中 国の投入係数行列を用いた財ンチェフ逆行列

bj :日 本か ら中国に移転 される業種の投入係数列ペハル

     (13)式 を用いて日本の相対価格か ら中国の相対価格基準に変換された投入係数行列

     のペハルを用いる。

○ (15)式 をもとに、各アクティビティからのCO2排 出係数ベク トルをEと し、移転 され る日

  本の技術の単位生産額当りのCO2排 出係数をelと す ると、CO2削 減量△Yは(16)式 で表さ

  れ る。

dY一 一E(1-A)一1b」+ε ノ   (16)

● (14)、(15)、(16)式 か ら、 当該技術 を移転 した場合 の、 中国 にお けるCO2削 減 の限界費 用

  を(17)式 で表す ことがで きる。

MC=CS
dY E(  aTCSI-A)二fb」司 炉  (17)

● 個々の技術による限界費用算定式((17>式)に 基づき、全技術の導入の順序を考慮 した限

  界費用曲線を推定した。推定に当たっては、限界費用MCの 小 さい順序で、各技術を移転す

  ると想定する。また、ある技術が導入 され ると産業構造が変化す るため、次の技術導入の

  限界費用が変化する。 この過程は、線形計画法における基底の入れ替えと類似 した作業で

  あ り、(18),(19)式 のように表される。

    cs
MCP=満         (18>

 A1,Az,…,A。 一1は 、新 技 術b1,b2,…,bj,…,b。.1が こ の順 序 で 導入 され る こと に よ り、変

化する中国の投入係数行列(LPに おける基底行列に相当)を 意味する。

dY,=一E(1-A)一1b、+el

∠ ろ=一E(1-A1)一1b、+θ2

dYJ=一E(トA」4>1bj+e/

Yn=一E(1-A。 .、)一1b。+en

(19)
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 以上の前提条件 より算定された評価時点における中国のCO2削 減のための限界費用曲線を図

4に 示す。
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          図4.中 国におけ るCO2削 減 のた めの限界費用 曲線

 他 方、 日本 にお けるCO2削 減 の限界費用 曲線は、技術のエネル ギー原 単位に関す る詳細 なデー

タに基づ き推定 した。(z)

日本 の評 価時点 にお けるCO2削 減 のための限界費用 曲線 を図5に 示す。
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 次に、CDM均 衡点の定量的分析をお こな うが、これに両国の基準 となる排出量、 CDMの 目標年

次 、両国のCO2削 減割 当量 を設定す る必要 がある。 ところが、 これ らの数値 には、以 下のよ うな

不確 実性 が ある。

● 日本の割当量は、COP3京 都会議によると、2010年 の放出量を1990年 の放出量より6%削

  減 となっている。ところが、2010年 までの需要増加率お よび温室効果ガス削減に占めるCO2

  削減の割合には不確実性がある。

● 中国など発展途上国には、現在までのところ、温室効果ガスの削減義務は課 されていない。

  しか し、今後の気候変動枠組み条約締約国会議において、何 らかの削減割 り当てが課 され

  る可能性もあり、この点は不確実である。また、中国の2010年 までの経済成長 とそれに伴

  う財の需要の増加率は高いと推測 されてお り⑧、これを定量的に予測するのは困難である。

 これ らの不確実性 を考慮 し、 ここでは両国の削減割 当量をパ ラメータとした感度分析をお こ

なうこととした。また、限界費用曲線 としては、図5お よび図6を そのまま用いることとした。

すなわち、評価時点以降の経済成長による限界費用曲線の変化など動的な要素を排除す る。た

だ し、CDMの 動学化は重要な問題であり、今後の課題とする。

 両国のCO2削 減割 り当て量は以下の よ うに設定 し、各 シナ リオ を表1の よ うに命名す る。

● 日本 のCO2削 減割 当量は、文献(7)な どに基づ き2億t-CO
2、3億t-CO2、4億t-CO、 と仮定 し

  た。

● 日 本 と 中国 のCO2削 減 総 量 は3億t-CO、 、4億t-co、 、5億t-CO、 と仮 定 した。

表1.各 シナ リオ にお ける 日本 と中国のCO2削 減割 当量

.墜鬮

一 嘛吐一        ぢ

     両国の削減総量 』嵩 一元皿幽〒・一・一一一 颪所=一,一 コ・一篇 ,蕭

驢亀忌・「祠一執・一 一 喧矚一 嗣

3億t-CO2 4億t-CO2

    "・〒a

5億t-CO2

 AS
一 一 一一 一

   鄲罵`帚 r

  AM
一齟一 『 一  一 r_  騨一 _n

  BM

  AL
一一  一一一『   一一 一

BS BL

一      CM
    一一

  CL
PT覃一・覧 雨 冂 … ・ρr、 一,一燭 罵雇死請冠 一 鄲曜     一岫 鴨"瓢・一 岬57「

ここでは、典型的なCDMの 投資メカニズムを以下のように考えている。鉄鋼業部門を例に取ると、

中国の鉄鋼業においてCO2排 出原単位の大きい年産Atの 設備を閉鎖 し、 日本の技術による最新

鋭の年産Atの 設備 を中国に建設する。この場合、上述 した算定法により、無限波及 を考慮 した

上でのCO2削 減量が算定 され る。この削減量は、鉄鋼製品の原単位が中国の値から日本の値に改

善されるとした前提 とは異なる値を取る。 これは両国における産業構造が異なるか らである.
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4.2CDM均 衡点の定量的評価

 上のCDMケ ースの各シナ リオについて、前章でのモデル解析の結果に基づき、均衡点での日中

双方が得る余剰利益を算定す る。具体的な計算方法を以下に示す。なお、以下の均衡点分析は

設備投資による波及 を考慮 しない場合を想定 したものである。これは、設備投資による波及 を

考慮 した場合(3.2節 参照)に おいては、特に一国の平均課税率の見積もりが難 しいためである。

しか し、CO2削 減技術の投資から財政への波及効果を考慮 した場合の均衡点の定量的分析は重要

であ り、今後の課題 とす る。

●

●

●

両国の限界費用 曲線 を評価 範囲 において二次 関数 によ り近似 す る。

近 似 された関数形 に基 づき、(9),(9')式 お よび(5),(5'〉 式か ら、均衡点で のx* ,k*を 算定す

る。

上 で算 定 されたx*,k*よ り、(3),(4)式 を用い て両国の余剰利益 を算 定す るJ

 評 価 され た均衡 点での 日中双方の余剰利益 を表2に 示 す。Stackelberg均 衡 の性質か ら推定 さ

れ るよ うに、1eaderで ある方の国 の余剰利益配分 がfollow6rの 国 よ り大 き くなってい る。また、

両国の削減総 量が等 しいS,M, Lの 中で は、 日本 の削減割 り当てが大 きいほ ど両 国の余剰利

益 が急激 に大 き くなってい る。

表2.各 シナ リオ にお ける 日中双方のCDMに よる余剰利益
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 次に、排 出権市場 におけ る排出権取 引量 と価格 に相 当す る削減移転 量 と価 格 を表3に 示す。

中国がleaderで あ る場合 と 日本が1eaderで あ る場合 を比較す る と、 日本 が1eaderで ある場 合

の方 が取 引価 格は低 く、 日本へ の余剰利益 配分の増加 要 因になってい る。

表3.CDM均 衡における削減移転量および均衡価格

--
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蚯
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1.46

392
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 次に、 日中両国の余剰利益の総和を図6,7に 示す。

 日本の削減割 り当て量が等 しいA,B, Cの 中では、削減総量が大きいほど、余剰利益が急

激に減少 している。 これは、中国の削減割当量が増加す る}こつれ、均衡点付近での中国の限界

費用曲線の上方シフ トが起 こり、削減移転量が減少 してしま うためである。

 また、図6と 図7よ り中国がleaderで ある場合の方が、日本がleaderで ある場合

よ りも、総余剰 利益 が大き くな ってい る ことが分 か るJこ れ は 日中双 方の限界費用 曲線の形 に

よる結 果で あ り、今回推 定 した限界費 用曲線 と削減 割 当のも とで は、前者 の方が 削減移 転量が

大 き くなってい るた めである。
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5.お わ りに

 人類の持続可能な発展を実現するためには、資源利用システムの効率を改善すると共に、南

北格差を縮小することも重要である。(5)そこで、本稿ではCO2問題に焦点を当て、経済的にCO2発

生量を削減すると共に、 (資金お よび技術移転の促進により)南 北格差を縮小する効果 もある

と期待されるクリーン開発メカニズム方策(CDM)に 注目し、その分析 をお こなった。具体的に

は 日本 と竜語句の二国間におけるCDMを 非協カゲームとしてモデル化 し、均衡点における双方の

余乗1」利益、CO2の 削減移転量および均衡価格を求めた。その結果、 CDMに おける双方の余剰利

益は、両国の限界費用曲線の形お よび削減割当量によって大きく変化することを定量的に示 し
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た 。

 このよ うに、CDMの 有効性を検証するためには、まず、先進国、途上国の双方の限界費用

曲線を推定 しなければな らない。本研究においては、包括的な産業部門を含み、広 く世界各国

で整備 されている産業連関表を用いて限界費用曲線を推定する方法を提案 し、中国に適用 した。

この手法は、各国間の財 の相対価格を考慮 した投入係数行列の変換 と、技術移転による波及 を

考慮 している点に特徴があり、他の途上国にも適用可能 と考 えられる。ただ しこの手法では、

ある業種の工場(技 術)を フルセ ッ トで移転す る場合には評価 しやすいが、ボイラーの効率向

上など部分的な技術の移転は評価 し難い。今後、産業連関表 と積み上げデータを組み合わせて、

より現実的な技術移転に対応可能な限界費用曲線の推定をお こな う予定である。

 現実の世界においてクリーン開発メカニズムが施行 される形態は定まっていないが、政府間交

渉によ り排 出削減の移転が決定されるものや、民間企業によって自主的に削減移転がお こなわ

れるものが検討 されている。 しか し、後者は、まず国家に割 り当てられた排出権を、何 らかの

手段で、各部門、各業種、各企業に割 り当てる必要があ り、国家内での新たな配分問題が生 じ

ると考えられる。著者 らは、このような現状に鑑み、少なくともクリーン開発メカニズムの初

期においては、国家(政 府)が 排出権の売買に中心的な役割を果たす方が現実的であり、また

比較的関係の深い二国間で始まると考えている。そ こで、本論文においては、二国間で削減移

転の協議をおこない、その削減移転量および価格 を決定するとい うシナ リオの基に分析 をお こ

なった。

 この結果、均衡点においては、CO、 の削減移転量が圧縮することが示 されたが、 これは市場

における独 占の状態を想定すれば当然の帰結である。実際には、政府 間の交渉のより、よりパ

レー ト最適(限 界費用曲線の交点における契約 の成立)に 近い均衡が得 られる可能性もある
。

また、上記のよ うな削減移転量の圧縮を防ぐようなCDMの スキームを提案す ることが重要で

あり、今後より現実的で望ま しいクリーン開発メカニズムの検討を進める予定である。
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